様式第2号（第6条関係）

中能登町中小企業者等電気料金高騰対策助成金交付申請書兼請求書
（令和４年７月以降開業事業者用）

年　　月　　日
中能登町長　
住　所　　　　　　　　　　　　　　　
　　事業所名　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　印
連絡先　（　　　　）　　　－　　　　

中能登町中小企業者等電気料金高騰対策助成金の交付を受けたいので、中能登町中小企業者等電気料金高騰対策助成金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

１　事業所概要　　　
	業　種
	事業所の名称
	事業所等の住所

	
	□上記申請者と同じ
	□上記申請住所と同じ



２　助成対象経費
令和５年４月から令和５年９月に使用した任意の３か月間の電気料金合計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　Ａ

　　　　Ａ　×　事業用割合　　　　％　＝　　　　　　　　　　　円　Ｂ

※事業所分と家庭分の電気料金を合算して支払われている場合は、確定申告書と同様の事業所利用相当分のみが対象。全て事業用の場合は100％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　助成金交付申請額兼請求書
　　　該当する区分及び助成額を記入ください　
	区分
	Ｂの額
	助成額
	区分
	Ｂの額
	助成額

	①
	35,000円以上
70,000円未満
	10,000円
	④
	160,000円未満
	40,000円

	②
	100,000円未満
	20,000円
	⑤
	160,000円未満
	50,000円

	③
	130,000円未満
	30,000円
	
	
	



　　区分　　　　＝　　交付申請額　　　　金　　　　　　　　　　円

４　振込先
	（フリガナ）
口座名義
	

	
	

	振込金融機関
	種別
	口座番号

	銀行・金庫
農協・組合
	本店
支店
	□普通
□当座
	
	
	
	
	
	
	




５　添付書類（必要書類に☑し全て揃っているか確認）
□ 助成対象経費に係る請求書及び領収書等支払い証拠書類
· 町内で店舗、事業所等を有することがわかる書類（確定申告書の写し、登記事項証明書、開業届、パンフレット等）
· 振込先口座及び口座名義が分かる通帳の写し

６　誓約書

〇　町税料金等に滞納がありません。また、町が保管する税料金等の納付状況について調査することに同意します。

〇　助成金を受給後も、事業を継続する意思があります。

〇　助成金の申請に関し、全ての要件を満たしています。なお、国、県及び他市町の助成等を受けたものを含んでいません。

〇　申請内容に虚偽が判明した場合は、交付決定の取り消し、助成金の返還等に応じます。

助成金の申請に関して上記の内容を誓約します。


　　　　（代表者氏名）　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　（代表者本人が自筆で署名してください。【押印不要】）
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